
参加型 HRMシステムが従業員の組織コミットメントに及ぼす影響

37

【論　　文】

参加型 HRM システムが従業員の 

組織コミットメントに及ぼす影響1,2

── 公正風土のマルチレベル媒介効果の検証 ──

小　　林　　　　　裕

1.　問題と背景

近年，戦略的人的資源管理（Strategic Human Resouces Management : 以下 SHRM）の理

論と実践において高業績労働システム（High Performance Work System : 以下 HPWS）への

関心が高まっている。また，HPWSを構成する施策（High Performance Work Practice :  以下

HPWP）およびその企業業績への影響について文献レビューやメタ分析が発表されており，

研究の蓄積ぶりが窺われる。例えば，Posthuma, Campion, Masimova & Campion （2013）は，

過去 20年間の関連文献 193件から 61の HPWPを抽出し，それらを 9つのカテゴリーに分

類した。また，Combs, Liu, Hall & Ketchen （2006）は，92件の関連文献で取り上げられた

13の HPWPを使ってメタ分析を行い，組織業績との相関を .15，測定誤差を除くと .20と報

告している。

他方で，これまでの HPWS研究には様々な批判がなされており，その一つが HPWSとい

う概念自体の問題である。例えば，Macky & Boxall（2008）は，特定の HRM施策群が高業

績をもたらすことは自明ではないので，それを前提としない記述的な用語を使うべきである

と主張するとともに，HPWSを構成する施策について様々な定義と主張がなされ，混乱状

態が生じていることも指摘している。確かに，前述の文献レビューは，HPWS研究の一定

の蓄積を示すと同時に，HPWSという概念の整理が必要であることも示している。ただし，

その整理は，多くの研究者が取り上げているか，業績との関係が示されているか，といった

  1 調査にご協力いただきました企業の人事担当者および従業員の皆様に厚く御礼申し上げます。
  2  本研究は科研費（26380520）の助成を受けた。また，研究は東北学院大学大学院人間情報学研究科
研究倫理審査委員会の承認を受けた上で実施され，成果の一部は経営行動科学学会第 20回年次大会
（於同志社大学）にて発表された。
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経験的なレベルだけでなく，その施策群の全体の意味や機能が説明可能か，という理論的な

レベルでも行われるべきであろう。例えば，経営への従業員の参加を促す HRM施策群のシ

ステムとしての機能が「ハイ・インボルブメント」モデル（Lawler, 1986）において主張さ

れている。このモデルは特定の施策が組織業績を高めることを自明とせず，かつ施策群に共

通する基本的なテーマを記述している点で評価されている（Macky & Boxall, 2014）。そこで，

本研究でもこのモデルを中心に HPWSの有効性を検討することにする。

HPWS研究のもう一つの課題は，HPWSが組織業績を高めるメカニズムを明らかにする

ことである。これは SHRM研究に共通する課題で，ブラックボックス問題と呼ばれている

（Wright & Gardner, 2003）。HRMが企業業績に影響するメカニズム，つまり両者を媒介する

要因としては，従業員の知識・技能・能力（KSAs），動機づけ，エンパワーメントの 3つが

提案されている（Delery & Shaw, 2001 ; Combs et al., 2006 ; Boxall & Macky, 2009）。また，

「HRM-企業業績」の媒介過程についてのメタ分析でもこのモデルが支持されている（Jiang 

et al., 2012）。このうち，HPWSに焦点を当てた実証研究は少ないものの，人的資本と社会

的交換を媒介要因とする関係モデルが調査データに基づく支持を得ている（Takeuchi, Lepak, 

Wang & Takeuchi, 2007）。さらに，HPWSのうち「ハイ・インボルブメント」モデルについ

ても，従業員のモラール（組織コミットメント，職務満足感，離職意図）を通じた媒介プロ

セスが実証研究によって確認されている（Vandenberg, Richardson & Eastman, 1999）。

このように，「HPWS-企業業績」の媒介過程つまりブラックボックス問題の解明は徐々に

進みつつあるが，いくつかの課題が残されている。その一つが，HPWSと従業員の態度・

行動の間の関係の正負である。多くのモデルで従業員の態度・行動が媒介要因として想定さ

れているが，HPWSと態度・行動の関係についての研究は少なく，HPWSが従業員の態度・

行動にポジティブな影響をもたらすかネガティブな影響をもたらすかは議論が分かれてい

る。例えば，「ハイ・インボルブメント」モデルのように権限，情報，知識，報酬における

参加施策が従業員の動機づけ・満足感などの向上を通じて企業業績を高めるという立場

（Lawler, 1986）がある一方，労働過程論のように HPWSが労働強化や職務保障の低さを通

じてストレスを高めるというネガティブな影響を想定する見方もある（Ramsay, Scholarios & 

Harley, 2000）。

実証研究においても，HPWSと従業員の態度・行動の関係の方向について一致した結果

が得られていない。HPWSが情緒的組織コミットメントに正の影響を与える（Kehoe & 

Wright, 2013）という結果と職務満足感や組織コミットメントを低下させ労働強化をもたら

す（Heffernan & Dundon, 2016）という結果の両方が報告されている。また，健康関連の数

種のストレス反応に対して HPWSが正と負の両面の影響を与えるという実証研究のレ
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ビューも見られる（Jensen & Van De Voorde, 2016）。このレビューは，HPWSの下で従業員

のウェルビーイングと組織業績が両立する（相互利益）だけでなく，葛藤する場合もあるこ

と（Van De Voorde, Paauwe & Van Veldhoven, 2012），および HPWSを「ストレスによる経営」

とみなす考え方（Heffernan & Dundon, 2016）を示唆する。「ハイ・インボルブメント」モデ

ルの実証研究でも，上記のような Lawler（1986）の理論的予測どおり職務満足感を高める

という結果（Vandenberg et al., 1999 ; Macky & Boxall, 2008）が報告されている一方，負の影

響（Wood, Van Veldhoven, Croon & de Menezes, 2012）も報告されている。また，感情的な疲

労に対しても正・負両面の影響が報告されている（Oppenauer & Van De Voorde, 2016）。そ

こで，本研究でも，「ハイ・インボルブメント」モデルに基づく HRM施策と従業員の態度

の正負の関係を実証的に検討することにする。

「HPWS-企業業績」のブラックボックス問題の残された二つ目の課題は，HPWSが従業員

の態度・行動にどのようなプロセスで影響するか，という問題である。そのプロセスに関し

ては十分な理論的検討は行われていないが，社会的交換と組織風土という 2つの媒介メカニ

ズムが提案されている（Ostroff & Bowen, 2000）。つまり，HRMは従業員に社会的贈り物（と

その結果としての満足感）を与えることによって生産性増大という互酬的行動を引き出すと

同時に，従業員の行動を組織の目標に方向づける組織風土を形成する。このうち，前者の社

会的交換媒介モデルはわずかな研究例（Ang, Bartram, McNeil, Leggat & Stanton, 2013）を除

き，HPWSに関してほとんど検証が行われていない（Takeuchi, Chen & Lepak, 2009）。他方，

後者の組織風土媒介モデルも実証例は多くないもののいくつか注目すべき研究も見られる。

例えば，Takeuchi et al. （2009）は，HPWSと従業員の満足感および感情的コミットメントの

間を従業員配慮風土が媒介することを報告し，Takeuchi, Marinova & Lepak （2004） は，ハイ・

インベストメント HRMシステムと組織市民行動を手続き的公正風土および分配公正風土が

媒介することを明らかにしている。ただし，「ハイ・インボルブメント」HRM施策と職務

態度との間の公正風土媒介モデルの検証はわずかな例（小林，2017）が見られるだけである。

また，経営者の報告する HRM施策と従業員に知覚された HRM施策は同じではなく，後者

の方が従業員の態度・行動への影響という点で重要と考えられる（Liao, Toya, Lepak & 

Hong, 2009 ; Jiang et al., 2012 ; Kehoe & Wright, 2013）にもかかわらず，後者の HRM施策に

注目した研究は十分行われていない。そこで，本研究では，従業員に知覚された「ハイ・イ

ンボルブメント」HRM施策と態度の公正風土媒介モデルの検証を行うことにする。

「HPWS─企業業績」のブラックボックス問題について残された三つ目の課題は，HRM

という組織レベルの概念と従業員の態度・行動という個人レベルの概念の関係をどのように

モデル化し分析するかという，いわゆるレベル問題である。HRMシステムは，個人と集合
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の両レベルで業績に影響を与える，つまり，HRMは，個人のレベルで，個々の従業員の能力，

動機づけ，遂行機会に影響を与えるとともに，集合レベルで，組織のケイパビリティ，組織

風土，社会資本，労働者の意見（労組などの代表制度を含む）などに影響する（Boxall & 

Macky, 2009）。従って，HRMが従業員の態度・行動に及ぼす影響をモデル化し分析する際

もマルチレベルで行う必要がある。例えば，Ostroff & Bowen （2000）のモデルは，HRMが

組織風土（従業員の心理的風土）を通じて集合的態度・行動（従業員個人の態度・行動）に

影響を及ぼし，更に組織業績（従業員個人の業績）に影響を及ぼすというプロセスをマルチ

レベルで想定している。しかし，クロスレベルまたはマルチレベルでの風土媒介モデルの検

証は上記の Takeuchi et al.（2009）などの一部の研究を除きほとんど行われていない。そこで，

本研究ではマルチレベルで公正風土媒介モデルの検証を行うことにする。

2.　目的

以上の簡単なレビューにおいて，「HPWS-企業業績」のブラックボックス問題におけるい

くつかの残された課題を明らかにした。すなわち，HPWSが従業員の態度・行動に及ぼす

影響の正負，プロセス，そしてレベルの問題である。そこで，本研究では Ostroff & Bowen 

（2000）のモデルに基本的に準拠しながら，「ハイ・インボルブメント」HRMシステムと職

務態度との間のマルチレベル公正風土媒介モデルを設定し，複数の企業の従業員への調査

データに基づいてマルチレベル媒介分析を行うことにした。まず，HRMシステムが従業員

の態度・行動に及ぼす影響の正負については，「ハイ・インボルブメント」モデルの考え方

に従って従業員の組織コミットメントに正の影響を与えることを想定した。影響プロセスに

ついては，経営・管理者の報告する「ハイ・インボルブメント」HRM施策と従業員の知覚

する HRM施策に違いがあることを前提に，従業員の知覚する HRM施策（参加型 HRM知覚）

が従業員の公正知覚を介して組織コミットメントに影響する，というプロセスを設定した（図

1）。また，そのプロセスを個人（従業員）レベルだけでなく，集合（組織）レベルでも想定

した。すなわち，共有された HRM知覚（集合的参加型 HRM知覚）が公正風土（組織風土）

を介して集合的組織コミットメントに影響するというプロセスである。なお，組織的公正は

複数の下位概念で構成され，なかでも手続き的公正は制度としての組織の評価に影響するの

に対し，分配公正は個人的成果に対する評価に関係する（Sweeney & McFarlin, 1993 ; Farn-

dale, Hope-Hailey & Kelliher, 2011）との報告があるので，本研究でも公正知覚（公正風土）

を手続き的公正知覚（手続き的公正風土）と分配公正知覚（分配公正風土）の 2種類に分け

て媒介効果を比較検証することにした。
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3.　方法

分析に用いられたデータは小林（2017）と同じであり，そこで詳細が報告されているので，

本稿では概要のみ再掲する。

1）　対象者と手続き

東北地方（宮城，山形，岩手の 3県）の従業員数上位 912企業に実施した HRM調査の回

答企業 243社のうち従業員調査への協力が得られた 24社に従業員用質問紙の配布を依頼し，

回答済みの質問紙を従業員自身から研究室宛に返送してもらった。2015年 7月までに回収

された 490通のうち所属企業不明などの場合を除く 24社 454人分（1社当たり 6～57人，

平均約 19人）を有効回答とした。有効回答者の主な属性についてみると，性別は男子

65.9%，女子 34.1%，年代は 10代～20代 19.8%，30代 25.3%，40代 26.7%，50代 23.4%など，

学歴は高校 48.0%，大学・大学院 34.4%など，転職歴あり 42.1%，なし 57.5%，勤続年数は，

5年未満 18.7%，5年～10年未満 22.1%，10年～15年未満 11.1%，15年～20年未満 12.2%，

20年以上 34.5%，仕事の内容は，製造・技能職 21.6%，事務職 27.8%，販売・営業職 30.6%

など，従業員区分は，正規社員 98.2%，非正規社員（臨時・パート等）1.3%，職位は，一般

社員 56.4%，主任・係長クラス 23.1%，課長クラス 15.2%，部長クラス以上 3.5%など，労

働組合の加入割合は 37.9%であった。

図 1　マルチレベル公正風土媒介モデル
（注）　四角で囲われた変数は観測変数，だ円で囲われた変数は潜在変数。
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2）　質問紙の構成

フェイスシートで回答者の属性（性別，年代，学歴，未婚・既婚の別，転職歴，勤続年数，

仕事の内容，勤務形態，従業員区分，職位，労働組合の加入の有無）を尋ね，その後 HRM

施策についての知覚（12項目），処遇の分配公正知覚（3項目），手続き的公正知覚（3項目），

職務満足（5項目），仕事への動機づけ（7項目），組織コミットメント（感情的コミットメ

ント 2項目，継続的コミットメント 3項目，合計 5項目）について尋ねた。HRM知覚，公

正知覚および職務態度については，「まったく違う」～「まったくその通り」の 7段階で評定

してもらった。HRM知覚は，「ハイ・インボルブメント」HRMシステムの 4領域つまり，

報酬，教育訓練，権限委譲，情報共有の各施策についてどの程度参加的であるかを尋ねた。

3）　データの分析方法

（1）　媒介モデル内の変数の尺度得点化

① 参加型 HRM知覚 :「ハイ・インボルブメント」HRM施策の知覚に関する 12項目につ

いて探索的因子分析（主因子解・プロマックス回転）を行ったところ，固有値 1以上の 2因

子が抽出されたが，第 1因子から第 2因子への固有値の変化や第 2因子に負荷する項目の少

なさを考慮して，分析には第 1因子のみを用いることにした。第 1因子は，負荷量の大きい

8項目の内容から「参加型 HRM知覚」因子と命名され，それらの項目の平均を尺度得点と

した（α=.857）。

② 公正知覚 : 分配公正知覚（3項目），手続き的公正知覚（3項目）それぞれについて探

索的因子分析（主因子解）を行ったところ，どちらも 1因子構造が確認されたので，それぞ

れ負荷量の大きい 3項目，2項目の平均を尺度得点とした（α=.732 ; .852）。

③ 組織コミットメント : 組織コミットメントに関する 5項目についても探索的因子分析

（主因子解）を行ったところ，1因子構造が確認されたので，負荷量の大きい 3項目（継続

的コミットメント 2項目，感情的コミットメント 1項目）の平均を尺度得点とした（α=.837）。

④ コモン・メソッド・バリアンスの影響の確認 : 上記 3種の 4変数は同じ対象者から同

じ質問紙を用いて測定されたため，測定値間に相関があったとしてもそれが共通の方法を用

いたことによって生じた可能性がある。そこで，コモン・メソッド・バリアンスの影響を確

認するため，ハーマン単一因子テスト（Podsakoff & Organ, 1986）を行った。4つの変数を

測定するためのすべての項目（16項目）を使って探索的因子分析を行ったところ，固有値 1

以上の 3因子が抽出され，第 1因子で説明される分散が 39.0%であったため，コモン・メソッ

ド・バリアンスの影響は大きくないと判断された。
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（2）　マルチレベル媒介分析

性別，年代，学歴，職位を統制変数として用いることにし，それらを説明変数，HRM知

覚得点，公正知覚得点，組織コミットメント得点を基準変数とする重回帰分析を行った。そ

して，その残差を用いて級内相関，クラスタ信頼性，相関係数の算出およびマルチレベル構

造方程式モデルによる媒介分析を行った。分析は，SPSS ver. 24およびMplus ver. 7を用いた。

4.　結果と考察

1）　級内相関・クラスタ信頼性・相関の検討

参加型 HRM知覚得点，公正（分配・手続き）知覚得点，組織コミットメント得点について，

集合レベルで分析する意味や必要性があるかを検討するため，それらの変数の級内相関（ICC 

（1）），クラスタ信頼性（ICC （2））を確認した（表 1）。級内相関が 0.1前後以上（Schneider, 

Ehrhart & Macey, 2013）または有意であること，クラスタ信頼性が 0.7以上（大谷，2014 ;  

鈴木・北居，2005）であることを集合レベルでも扱える・扱うべき基準とすると，参加型

HRM知覚，組織コミットメントについては十分な値を示したものの，公正知覚特に分配公

正知覚については十分とは言えなかった。ただし，デザインイフェクト（DEFF）の値は，

2以上（大谷，2014）という基準をどちらも超えており，1クラスタ当たりの標本サイズが

大きい場合は級内相関が 0.1を下回っていても大きな支障がない（浅野，2017）ことから，

これらの変数を使ってマルチレベル分析を行う意味と必要性があると判断された。そこで，

集合レベル（組織間）と個人レベル（組織内）に分けて 4変数の相関を算出したところ，集

合レベルの相関は低くかつほとんど有意でないのに対し，個人レベルの相関は中程度かつ有

意であった。

2）　マルチレベル媒介分析

マルチレベル構造方程式モデルによって公正風土（公正知覚）の媒介効果を検証した結果，

表 1　モデルに含まれる変数（尺度得点）の基礎統計量・信頼性・相関

変数 M SD ICC （1） ICC （2） DEFF 1 2 3 4

1 参加型 HRM知覚 0 .995 .162＊ .771 3.660 － .109 .123 .136＊

2 分配公正知覚 0 .995 .067 .556 2.100 .439＊＊＊ － .008 .008

3 手続き的公正知覚 0 .995 .096 .649 2.576 .433＊＊＊ .641＊＊＊ － .094†

4 組織コミットメント 0 .995 .127＊＊ .717 3.085 .392＊＊＊ .438＊＊＊ .390＊＊＊ －

　　  † p<.10　＊p<.05　＊＊p<.01　＊＊＊p<.001
（注）　 M, SDは，標準化残差。相関係数は上三角行列が Between （L2），下三角行列がWithin（L1）。
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表 2の通りとなった。なお，マルチレベルモデルでは，集合レベルと個人レベルに分散を分

割するため，非標準化推定値が報告されることが多い。そこで，本報告でもそれに従い，表

中に非標準化推定値を記載した。媒介分析の手順としては，まず組織コミットメントを基準

変数，集合的参加型 HRM知覚（参加型 HRM知覚）を説明変数とする回帰分析を行った。

その結果，組織レベル，個人レベルとも集合的参加型 HRM知覚（参加型 HRM知覚）から

集合的組織コミットメント（組織コミットメント）への総合効果が有意であった。次に，公

正風土（公正知覚）を媒介変数に加えたモデルの分析を行ったところ，分配公正・手続き的

公正どちらの場合も，組織レベルでは集合的参加型 HRM知覚から公正風土への影響は有意

だったが，集合的参加型 HRM知覚から集合的組織コミットメントへの直接効果，公正風土

から集合的組織コミットメントへの効果は有意ではなかった。これに対し，個人レベルでは

これら 3つの効果がすべて有意であった。さらに，集合的参加型 HRM知覚（参加型 HRM

知覚）から公正風土（公正知覚）を媒介して集合的組織コミットメント（組織コミットメン

ト）へという間接効果についてソベル検定を行ったところ，集合レベルでは有意ではなかっ

たが，個人レベルでは有意であった。以上の結果から，分配公正・手続き的公正どちらの場

合も，組織レベルでは集合的参加型 HRM知覚が公正風土を媒介せずに直接集合的組織コ

ミットメントに正の影響を与えるのに対し，個人レベルでは参加型 HRM知覚が組織コミッ

トメントに直接正の影響を及ぼすだけでなく，公正知覚に正の影響を与え，さらに公正知覚

が組織コミットメントに正の影響を及ぼすという間接的な効果，つまり公正知覚の部分的な

媒介効果が確認された。

表 2　マルチレベル媒介分析の結果

レベル

変数 パス係数 決定係数

独立 媒介 従属 独立→
媒介

媒介→
従属

直接効果
（独立→
従属）

総合効果
（独立→
従属）

間接
効果

間接効果の
95%信頼区間

独立→
媒介

直接効果
（独立→
従属）

総合効果
（独立→
従属）

組織
（L2）

集合的参
加型 HRM
知覚

分配公正
風土

集合的組織
コミットメ
ント

.624＊＊＊ －1.500 1.767 .851＊＊＊ －.938 －3.244  1.367 0.954＊＊＊ 0.943＊＊ 0.914＊＊＊

個人
（L1）

参 加 型
HRM知覚

分配公正
知覚

組織コミッ
トメント

.538＊＊＊ .328＊＊＊ .300＊＊＊ .475＊＊＊ .176＊＊＊ .143 .210 0.253＊＊＊ 0.298＊＊＊ 0.211＊＊＊

組織
（L2）

集合的参
加型 HRM
知覚

手続き的
公正風土

集合的組織
コミットメ
ント

.737＊＊＊ －1.090 1.626 .851＊＊＊ －.802 －2.521 .918 0.938＊＊＊ 0.944＊＊ 0.914＊＊＊

個人
（L1）

参 加 型
HRM知覚

手続き的
公正知覚

組織コミッ
トメント

.528＊＊＊ .267＊＊＊ .336＊＊＊ .475＊＊＊ .141＊＊＊ .090 .191 0.249＊＊＊ 0.267＊＊＊ 0.211＊＊＊

† p<.1　＊p<.05　＊＊p<.01　＊＊＊p<.001
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5.　考察

本研究では，「ハイ・インボルブメント」HRM施策の知覚（集合的 HRM知覚）が公正知

覚（公正風土）を介して組織コミットメント（集合的組織コミットメント）に個人と組織の

両レベルで影響するというマルチレベル公正風土媒介モデルを，複数の企業の従業員への質

問紙調査データに基づいて検証した。その結果，分配公正・手続き的公正どちらの場合も，

集合レベルでは媒介効果が見られなかったのに対し，個人レベルでは部分的な媒介効果が確

認された。

本研究の意義の 1つは，「ハイ・インボルブメント」HRM施策の知覚が組織コミットメ

ントに直接的・間接的に正の影響を与えることをマルチレベル分析で実証したことである。

「ハイ・インボルブメント」HRM施策の知覚が従業員の職務態度に及ぼす影響の正負が十

分実証されておらず，特にマルチレベルでの分析が少ないなか，日本社会および日本企業と

いう文脈でポジティブな効果が見出されたことは新たな知見である。

第 2の意義は，「ハイ・インボルブメント」HRM施策の知覚が従業員の職務態度に及ぼ

す影響プロセスについて公正風土が一部媒介していることを明らかにしたことである。

HPWSと従業員の職務態度との風土媒介モデルは Takeuchi et al. （2004 ; 2009）で検証され

ているが，「ハイ・インボルブメント」HRM施策の組織コミットメントへの風土媒介プロ

セスを明らかにした点は本研究の新たな知見である。また，手続き的公正の方が組織コミッ

トメントに対する媒介効果が大きいという結果は見出されなかったものの，分配と手続きと

いう二つの下位概念に分けて公正の媒介効果を比較した点は意義があったと思われる。

第 3の意義は，「ハイ・インボルブメント」HRM施策の知覚が従業員の職務態度に及ぼ

す影響の風土媒介モデルをマルチレベルで検証し，個人レベルと組織レベルで異なる影響プ

ロセスを確認したことである。マルチレベル分析の前提として，HRM知覚，公正知覚，組

織コミットメントが各企業内のメンバー間で類似するとともに企業間で異なることが確認さ

れなければならないが，本研究でこれらの概念が集合レベルで実証可能な対象となりうるこ

とが明らかになり，また概念間の関係もマルチレベルでモデル化や検証が可能であることも

明確になった。実証分析の結果個人レベルで公正風土の媒介効果が確認されたことは，組織

的公正研究における集団価値モデル（Lind & Tyler, 1988）や公正の絆モデル（大渕，2004）

などで指摘されている公正媒介効果が SHRM論の文脈にも拡張可能であることを示してい

る。

他方，本研究にはいくつかの理論的・方法論的限界も指摘できる。本研究で提示した仮説

的因果モデルでは，媒介要因として公正風土のみを取り上げ，直接・間接に「ハイ・インボ
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ルブメント」HRM施策の知覚が組織コミットメントに正の影響を与えることを明らかにし

たが，たとえば労働過程論が想定するように「ハイ・インボルブメント」HRM施策が労働

強化を介して（または，伴うと）組織コミットメントに負の影響を与える可能性も考えられ

る。従って，労働強化を媒介変数や調整変数に加えるなどモデルの拡大・精緻化が望まれる。

また，公正風土の下位概念として，分配公正，手続き的公正だけでなく，情報的公正や対人

的公正なども含めることが考えられる（Colquitt, Conlon, Wesson, Porter & Ng, 2001）。さらに，

本研究では集合レベルで公正風土の媒介効果が見られなかったので，個人レベルと異なる影

響メカニズムを想定するとすればどのようなモデルが考えられるか検討が必要である。加え

て，今回は経営・管理者から報告された HRMではなく，従業員に知覚された HRMに注目

したが，2つの HRMの関係や前者が後者に及ぼす影響についてもモデル化が必要である。

方法論的な課題としては，マルチレベル分析を行うのに必要な条件，つまり集団（クラス

タ）の数と，多様性，集団毎のサンプルの大きさを十分確保することが挙げられる。今回の

調査では，集団毎のサンプル数以外は十分とは言えなかったので，今後サンプル設計を改善

する必要がある。また，公正風土については級内相関やクラスタ信頼性をさらに高めるよう

な尺度構成も望まれる。
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